
以上から、最小二乗法だけではなく、操作変数法による分析からも、生産性上昇率を考
慮したとしても、欠員率が高まると賃金増加率も高まる効果があることが確認された。こ
のため、既に第２－（１）－30図において指摘しているように、今後欠員率が高まってくれば、
賃金増加率が高まってくる可能性があると考えられる。

	 第３節	 小括

本章では、1970年代前半（高度経済成長期末期）、1980年代後半～1990年代前半（バブ
ル経済期）、2010年代以降現在に至るまでの３期間における人手不足局面に着目し、人手不
足の背景等について整理し、2010年代以降の人手不足の特徴等を分析した。我が国における
人手不足の状況を長期的に整理すると、1970年代前半では急速な経済成長による労働力需要
の増大が、1980年代後半～1990年代前半では、サービス産業化の進展とフルタイム労働者
の不足が、2010年代以降では、経済の好転やサービス産業化の一層の進展が人手不足に寄与
した可能性を指摘した。2010年代以降の人手不足では、過去の局面と比較して欠員率は低く、
その伸びも緩やかであるものの、求人の充足が困難になっている。人口減少の中で高齢化も進
みつつあることも踏まえ、2010年代の人手不足は、「短期かつ流動的」であった過去の局面
と比べて「長期かつ粘着的」であることを指摘した。
さらに、2010年代以降の人手不足局面においては、広範な産業や職業において労働力需給
ギャップが生じていること、中小企業から大企業への労働移動が生じている可能性があるこ
と、労働市場のマッチング効率性が低下していることを指摘した。また、国際比較等を踏まえ
つつ、今後の人手不足の深刻化が賃金上昇にプラスの影響を及ぼす可能性があることを確認し
た。
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